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り，たとえば，折衷パラダイム，内部化理論，そして， Kojima&Ozawa論文 (1986) により発表された多国籍企業
の世界的進出を説明する理論など， FDI のより具体的で操作証明可能な理論の多くを包摂することが可能になるの
である。
論文審査の結果の要旨
この論文は，通常の法学論文とは異なり，国際的な投資の動きの中で自然保護その他の圏内法制度が投資にあたっ
てのリスクとなるという点に注目して，国際的な投資行動，自然保護，先住民の権利保護を関連づけて考察しようと
する点に特色を持っている O 本論文は，ニュージーランドの国有林管理を主たる考察対象にしているが，危機にある
日本の林野行政を背景的視野に入れており，随所に日本への言及が見られる o
スペンス氏の論じるところによれば，ニュージーランドでは，日本同様，かつて森林管理は危機的状況にあった。
そこからの脱出は， 1980年代から規制緩和と海外投資の導入という形で試みられた(国有地の売却を含めた抜本的な
施策が取られた)。この動きは，投資管理，自然保護，先住民の権利保護など多くの問題を生み出したが， スペンス
氏は， 1991年の資源管理法に代表されるニュージーランドの試みは，それなりの成果を挙げているとするo 論述は，
資源管理法の構造，投資行動理論， 日本企業を含めた林業会社の事例研究など豊富である。
スペンス氏は，この論文が日本の林野行政についてもつインプリケーションについては慎重であるが，参考になる
点が少なくないと思われる。スペンス氏による法制度の分析や判例の評価，結論については，必ずしも全面的に賛成
できないが，資料調査，考察方法などを見れば，氏が独立した研究者として今後研究を行っていくことのできる能力
を有していることを十分に示しており，博士号の授与に値すると判断する。
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